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仏教者と裁判員制度

－浄土真宗本願寺派からの視点－

藤丸　智雄　　　　　　　　　　　

０．問題の所在

　筆者が勤務する浄土真宗本願寺派教学伝道研究センターは、宗門（浄土真宗

本願寺派）に付置された研究所であり、その中に現代的な諸問題に対応する一

部署（総合研究部門・現代宗教課題研究部会）が設置されている。総合研究部

門では、宗門の要請を受けて、脳死臓器移植や自死（自殺）問題、憲法改正問

題など様々な現代的な課題について調査・研究を進めているが、「裁判員制度」

についても課題とし、2004年度から2009年度まで、継続的に検討が進められて

きた。その間の資料収集、分析を通して見えてきた課題の一つについて本稿で

考察を加える。

　裁判員制度については、少なくとも裁判員制度施行までの期間において、宗

教者の反応は顕著ではなかった。とりわけ仏教界の反応は微弱なものであっ

た１）。この背景に、何があったのか。この問題について、日本の仏教界、特に

浄土真宗のあり方に焦点をあてつつ、宗教界と市民社会との関係についての現

状について検討し、その結果を踏まえて、裁判員制度にどのように仏教者は関

与しようとしているのかを予測し、さらに、いかなる関与の形があり得るのか

について検討を行うものである。

　なお、裁判員制度については、論者が所属する浄土真宗本願寺派において公

式な見解が示されておらず、本論での考察結果は論者の私的な見解であること

を、あらかじめお断りしておきたい。

（浄土真宗本願寺派
 教学伝道研究センター）
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１．考察の手法－死刑制度との関係から－

1.1　裁判員制度と死刑制度

　裁判員制度が課題とされた背景には、死刑制度がある。本論考の元になった

宗教法学会での発表は、2010年11月６日に行われたが、直前の2010年11月１日、

「耳かき店員殺害事件」について、裁判員制度のもと無期懲役の判決が出され

た。検察側は死刑を求刑しており、裁判員は死刑という量刑についての判断を

行った。裁判員制度は重大な犯罪に対して実施されるものであり、死刑判決に

ついて関与しなければならない。そのため、死刑制度に反対する立場、生命を

尊重する宗教者の立場から、こうした制度にどう関わっていくべきか、という

重い問いかけが生じたのである。

　しかし、根本に戻って考えれば、裁判員制度の有無が、死刑制度の存置を直

接左右するわけではない。裁判員制度の誕生をきっかけとして、死刑制度につ

いての議論が広がっている現状を見るならば、むしろ裁判員制度は死刑制度を

再考するための契機になったとも言える。

　加えて、精神的なダメージの問題がある。宗教的理由から死刑反対の立場を

取る宗教者や信者が死刑を決定する場にあったとき、しかも、死刑という量刑

が決定されることになったとき、信仰との兼ね合いから精神的なダメージを蒙

る可能性がある。しかし、これは、なにも宗教者や信者だけにあてはまること

ではない。死刑判決をくだすこと、死刑を執行すること等においては、宗教的

な背景の有無にかかわらず、相当な心的ダメージが予想されるのであり、も

し、この議論が宗教サークル内だけにとどまるならば、あまりに内向的態度と

言えまいか。

　更に、死刑制度は、諸外国の状況も踏まえつつ、被害者支援など多岐にわた

る要素について、時間をかけて、きちんと議論が蓄積されていかねばならない

問題である２）。一方で、裁判員制度についても、死刑制度と切り離して検討す

べき課題が幾つも存在している。また、たとえば死刑制度がなくなったとして

も、裁判員制度がなくなるわけではない。このように直線的な因果関係が認め

られない両者の問題について、本論考においては、一旦切り離して検証を進め
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る。

1.2　考察の方法　　

　本論では、裁判員制度に対してどのように関与することによって、宗教者等

が有する宗教的な価値観が社会に貢献していけるのか、という点について考察

を進める。

　考察の方法としては、①新聞記事に見られる宗教界の対応、②本願寺派宗門

内の対応の二つを検討することで、現状（2010年11月現在）としての裁判員制

度に対する反応の状況を確認する。続いて、③仏教の歴史から仏教と市民社会

との関係を考察し、さらに歴史からの検討結果を踏まえつつ、④ビルマの「サ

フラン革命」を材料に上座部系の仏教と市民社会の関係を考察する。最後に⑤

日本の仏教者の態度について、宗門学校の学生の反応を材料に考える。そし

て、最後にこれらの検討結果（①②と③④⑤）を比較し、日本仏教界のあり方

について検討を加える。

　以上の作業を進め、最終的には、日本仏教界は市民社会との親和性が高く、

市民社会の制度に参画することに拒絶反応は薄く、現状としては宗教的な価値

観を持って裁判員として裁判員制度に参画する道を歩んでいるということを確

認したい。

２．仏教界の反応

2.1　教学伝道研究センターにおける宗教記事調査の結果

　浄土真宗本願寺派教学伝道研究センターでは、裁判員制度についての調査を

継続的におこなってきた。調査・分析は、①裁判員制度の実際と信仰への影響

の可能性、②裁判員制度に対する宗教界の対応、③宗教者（僧侶）の意識調査

の三点である。本論では、②③について報告を行う。

　当センター（東京支所）において、全国紙四紙（読売・産経・朝日・毎日の

東京版）から、宗教情報に関連する記事をピックアップし、会員に配信すると

いうサービス（「宗教情報メールマガジン」）を行っており、その活動を通し

て、記事情報のデータベースを作成している。そのデータベースの中から、裁
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判員制度に関するデータを抽出し、分析を行ない、②についての検討を行っ

た３）。

　裁判員制度に関する記事数については、2009年５月21日の施行が近づくにつ

れて、増加していく。それら記事中に、宗教者からの意見が含まれる記事も散

見される。ただ、裁判員制度に関する記事の中で、宗教者・宗教教団からの見

解を伝える記事は多くない。施行された５月には３件の記事が見られるが、施

行までの１月から５月の５ヶ月間を見ると、記事数は10件に過ぎない。10件の

うち、仏教界に関連する記事は５件に過ぎず、その５件のうち２件は、宗教界

全般の意見を扱った記事であり、宗教界全体のバランスを取りつつ記事が作成

された様子が窺える。日本の宗教界全体の割合を鑑みるならば、仏教界の裁判

員制度に対する反応が極めて弱く鈍かったことが指摘できるだろう４）。

2.2　教団レベルの反応

　さらに、記事の内容を見ていくと、仏教界が教団単位で意見表明をしている

例は皆無であることがわかる。記事上で確認できたのは、大谷派の「是非しな

い」という記事のみであり、同じ３／ 30付の「産経新聞」記事において、本

願寺派について取り上げられているが、「対応を検討中」という内容となって

いる５）。

　このように、新聞記事から、既成仏教教団６）が裁判員制度についてあまり

積極的に発信してこなかったことを確認することができる。

2.3　僧侶個人からの問題提起

　教団単位の反応については、上記の通りだが、個人的な意見表明に見られる

論点について以下にまとめておく。

　まず「裁く」ということについての拒絶反応が確認できる。福島貴和氏（長

野善光寺・玄証寺住職）は、「裁くつらさがふりかかる」、裁くことは「人の心

を乱す」ものだから「押しつけるべきではない」と指摘し、裁くことのない

世界にするのが宗教者の役目と論じる７）。玄侑宗久氏（作家・臨済宗福聚寺住

職）も同じく、「裁く」ことの問題を指摘する。「仏教も神道も、罪人を裁くこ
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とには関心を持たない」とし、裁きたくないという感情は、「日本人のなかに

残った最後の美徳」であり、「仏教や神道では、人は人を裁ける存在ではない」

として、裁判員制度を宗教的・文化的な視点から否定している８）。

　また、日蓮宗新聞の論説委員である古河良皓氏は、「懺悔すれば罪きへぬ」９）

という日蓮聖人の言葉を引き、仏教においても断罪はあるが、それは、許しや

再生、復帰、やり直しの道が必ず残されているものとなっている。それゆえ、

裁判員制度が想定している死刑の判決を下す事態は、仏教の立場と相容れない

ものであり、そこに参画できないという意見を述べている。

　季平博昭氏（浄土真宗本願寺派・中央基幹運動推進本部相談員）の発言も、

これに類する。氏は、宗派全体の意見ではないと断りつつ、「更正を目指した

量刑」とすべきと述べているが、更生が目指せない量刑とは死刑のことであ

り、もし死刑という量刑がないなら、裁判員制度にて量刑の判断をすること

が認められるという立場といえる。古河氏が教誨師の例を挙げて立論してい

るが10）、本願寺派においても、教誨活動を推進しており、季平氏の発言も、そ

うした背景をもったものと言えよう。

　尾畑文正氏（真宗大谷派・同朋大学教授）は、やや異なった視点から発言し

ている11）。親鸞に「何が善であり、何が悪であるか、どちらも私には分からな

い」という言葉があると紹介し12）、親鸞は「人間は自分中心にしか善悪の判断

をできない」と説いているから、自己中心的である市民感情を「『善』として」

大切にすると報復感情につながると主張する。浄土真宗の教義に具体的に踏み

込んで、裁判員制度について言及している点に特徴が見られる。

　以上、新聞紙上で確認できる宗教者個人からの発言をまとめると、a）仏教

において人は人を裁けないのであり、宗教者は「裁く」側になるべきではな

い、b）仏教は許しや更生を立場とするので、死刑など更正の余地を残さない

量刑を含む裁きには関与できない、c）自己中心的となる市民感情による善悪

の判断を信頼できない、というおよそ三つの問題提起があったと言える13）。

　なお、教義の上から「裁く」ということが、仏法から僧侶にとって許されな

い、認められない行為であるとすれば、当然に裁判員として制度に参加するこ

とは拒否されなければならない。しかし、現状において、そのような判断が公
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式に教団から示されているわけではない。教義は現代的な課題に対して直接こ

たえるものとして説かれているものではない。教義から演繹的に得られた一見

解であるため、教団全体の見解とするまで議論が成熟していないのが現状であ

る。

３．本願寺派の反応

3.1　『宗報』における対応

　宗教教団における対応は、外部へ向けて発信されるものに限定されない。外

部に公開されることのない、或いはほとんど外部の目に触れることがない教団

内メディアによって、（公式なものでないものも含めて）一定の判断や示唆が

示される場合がある。本願寺派の場合、このような教団内メディアにおいて

も、公式な手続きを経た意見表明が裁判員制度に対してなされることはなかっ

た。しかし、教団内僧侶に向けたメディア（『宗報』14））において、根來泰周15）

監正局長執筆の原稿が冒頭に記載された。監正局16）とは、教団内の法的なこ

とがらを担当する部局であり、本願寺教団は権力分立上では、国家の「司法」

に相当する機関であると言われる。また、『宗報』という機関誌は、毎月一回

発行で、本願寺派内の一万ヶ寺全てに送付される。本願寺派行政からの公式な

連絡は、本機関誌によって行われており、本願寺派教団に対して最も大きな影

響力を持つメディアという性格を有している。機関誌の性格、発言者の立場か

ら、公式声明ではないにしても、本願寺派で許容されうる内容が示されたと考

えて良いだろう。また、根來氏の発言は、前記の宗教者の発言に比して、際

だった特徴も持っており、以下にその発言内容を検討しておく。

3.2　根來監正局長の発言

　氏は次のように、「聖俗」の立場から問題提起する。

「死刑」の選択がなされるべき事案を担当されたとき、いかなる対応をす

べきであろうか。古来から論じられてきた宗教の「聖」と「俗」との衝突

の具体的問題ととらえる見方もあろう。



109仏教者と裁判員制度

この記述は、先に取り上げた見解には見られない、非常に興味深い問題点を指

摘している。ここでいう「聖」とは宗教的な立場を意味している。俗とは、世

俗社会である。この二つの「衝突の具体的問題」という表現は、短い文章の中

で使用されたフレーズのため必ずしも明確ではないが、宗教者や宗教的な信条

を持った立場で裁判員として重罪に相当する事案を担当した場合、「聖」の部

分を人格から取り除いて、裁判に参加することはできない。そのため、思想信

条に反する状況が生まれると、自己の中で葛藤が生じる。さらには、そうした

信条を持たない裁判員や裁判官との間で、思想信条を背景とした何らかの衝突

が生じることも予想される。場合によっては、信条を否定されるような事態を

経験する可能性もある。氏は、こうした衝突の相が生起する可能性に触れた

後、こう続けている。

念仏者としての基本理念を反芻しながら、かつそれのみに拘泥されない現

実に向きあった、個々人の思想と良心をもってする判断がもとめられよう。

　信条をもちつつ、それに拘泥せずに現実に向き合い、判断すべきと説かれ

ている。最後の「個々人の思想と良心をもって」という部分がどのような意

図で書かれたかは必ずしも判然としないが、念仏者の基本理念に拘泥せず、

「個々人の思想と良心をもって」というのだから、念仏者としての思想信条と、

「個々人の思想と良心」とは別な要素があるということになる。

　基本理念以外に思想や良心を持つということは、信仰を持つ者が、別な価値

観を兼ねて有しているということである。信仰を持つ者は、信仰に則って一律

な見解を示すものと考える傾向が提示されることがある。しかし、宗教者一人

ひとり、信者一人ひとりは、信仰だけを唯一の価値として、一人の市民として

生活しているわけではない。純粋に宗教的な人間が存在し、あらゆることを宗

教的な信条によって理解し、判断するというのは、むしろ不自然な人間理解で

ある。個別の人間を見れば、阪神ファンの念仏者、巨人ファンの念仏者、さら

には野球が嫌いでサッカーが好きな念仏者もいる。諸事象について、教義や信

仰内容から、演繹的に唯一の結論を導き出せると考えるのは、（野球の例は極
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端であるとしても）より宗教的な事象であってでさえ、困難な場合がある17）。

一人ひとりの人間を見ると、その中に複数の価値観が混ざり合って存在してい

る。そのため、教義学上の課題といった純粋宗教的な問題などを除けば、そこ

には当然、複数の価値観の間で摩擦が生じ、葛藤の中で個々人の解が見いださ

れていく。根来氏の短い表現の中からは、氏は僧侶としての背景を持ちつつ、

司法に携わるという具体的な経験を通して、信仰の持つ価値が他の価値観と、

自己の内外で衝突、相克、葛藤するなかで、有益な意味を持ち得るという立場

に至ったと理解したい。

3.3　宗教的価値観と裁判員制度

　根來氏の発言を、裁判員制度との関係から再考しておきたい。根来氏は、裁

判員制度への参加を前提として論を展開している。裁判員制度という制度は、

市民の多様な価値観を裁判員として活かしていくことで、裁きの健全さを図ろ

うとする制度である18）。裁判に様々な見方、市民感覚、知識、人生経験が持ち

込まれることによって、理解されやすい裁判、深みのある裁判が目指されると

するなら、宗教的な価値は、いかほどか裁判員裁判に異なった視点を提供する

ものとして有効であると判断しうる。信者の場合、日常生活の中で行なう種々

の判断において、確かに仏教的な見方が首座を占めて判断がなされている場合

もあろうが、上に論じたように、他の価値観と仏教的なそれが、それぞれ個人

の中に共存している。それらの価値観の関係が、信者の場合は複合的であり、

生活全般が信条を具現するためのものとして成立しているのでない以上、（辞

退についての一定の配慮がありさえすれば19））信仰生活を送る信者が、裁判員

制度から排除される必要はないと言える。ただし、聖職者つまり仏教でいえば

僧侶について、どのように判断すべきかについては、別の問題として考える必

要がある。

　また、信者に対して、裁判員制度と信仰との兼ね合いについて、宗教者が判

断材料を提供することは、信者の立場を守る上で必要な措置である。宗教的な

価値と裁判員制度で求められる判断との間に起こりうる葛藤を解きほぐすの

は、宗教的な価値を提供する側に責務の一部があると考えられる。しかし、2.3



111仏教者と裁判員制度

で確認した見解は、「裁く」ことの是非を論じるものが主である。「裁く」こと

の是非に終始する見解だけでは、信者の葛藤は解消されえない。2.3 で示した

c）は、仏教的な価値観を持って裁判員となる上での指針が示されているもの

と言えようが、このような具体的な指針を示していくことが、教団には要請さ

れている。信教の自由を確保・促進していくためには、裁判員制度の具体的な

制度設計における信仰への一定の配慮を必要とするとともに、教団側が信仰者

の生活を守るべき具体的な指針を積極的に示していく努力が必要であろう。

　諸氏の意見表明から、とりわけ根來氏の発言に基づき、裁判員制度への参画

について検討してきた。信者は、「聖」の価値観を有しつつ、「俗」の世界で生

きている。「聖」は、「俗」を生き抜く支えとして、信者の人格に深く関わって

いる。その「聖」の価値が、裁判員になることによってたちまちに傷付けら

れ、奪われるならば、信者の存在を揺るがすものであり、制度への参加は肯定

されえない。そうした危惧が生じた場合には、裁判員を拒否する立場を尊重す

る制度上の配慮は必要である。しかし、実際には、信者は常日頃、社会の持つ

価値観や道徳、倫理観念と、宗教的価値観との相互作用の中で生きているので

あり、「可能性」そのものは裁判員制度のみに限定されるものではない。むし

ろ、「社会」とは、様々な価値観が作用し合いながら形成されていくのであり、

宗教はその中の主要な価値観の一つである。今回の裁判員制度については、そ

の作用が抽出され、明確に意識化されたことによって、とまどいや違和感を生

じているものの、裁判員制度だけが特殊なわけでは決してない。すでに「聖」

の価値観は、裁判員制度の外側でも、社会を形成する価値の一つとなっている

のであり、社会の中にある「聖」の価値の空気を吸い込みつつ、人々の生活は

営まれている。そこから撤退するという判断がない以上、具体的な信者の信仰

生活とのバランスの中で、裁判員制度への関わりを考える必要がある。先に論

じたように、信者の価値観の全体は宗教的なものに限定されず、信者に関して

は生活すべてが信仰の具現化であると認められない以上、一律に信者を制度の

外側に置くことは出来ない。ただし、一方で宗教的な人格のみを切り離すこと

ができない以上、宗教的な価値との葛藤が生じる可能性もある。それをどのよ

うに解消していくのかが課題となるわけだが、この点について、「俗」からの
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処方としては制度上の猶予措置が考えられ、現に政令には一定の緩和的条項が

含まれている。また「聖」からは、信者のあり方・姿勢についての判断を、信

者一人ひとりに放擲するのではなく、教団単位での信者の「内面」への対応が

求められると筆者は考えるが、現状は十分な対応がなされているとは言えな

い。

４．僧侶（聖職者）の社会へのコミットメントについて

　本章では、僧侶（聖職者）の裁判員制度参加の問題について検討を行なう。

僧侶と信者は、教え・宗教的な価値に関する葛藤ということでいえば同一の問

題を抱えるが、僧侶は信者と異なり、その存在や生活が信仰に直接的に結び付

く。その点において、信者と相違点があり、諸外国における裁判員制度に類す

る制度において、聖職者には別な配慮がなされているケースがある。

　そこでまず、仏教の歴史から、仏教の基本的な社会参画への態度を確認し、

続いてビルマの「サフラン革命」について検討し、釈尊の社会参画の態度が仏

教社会にどのように継承されているかを見る。最後に仏教を学ぶ学生へ行なっ

た調査から、日本の仏教界における社会と仏教者との関係について考えてみた

い。

4.1　仏教とバラモン教

　釈尊によって、およそ2500年前に創唱された仏教という宗教は、当寺の権力

構造と関係が深いヴェーダの宗教（バラモン教）20）に対する、新しい宗教とし

て登場した。仏教だけではなく、当時のインドには、ジャイナ教など仏教から

六師外道と呼ばれる新しい宗教思想が次々と誕生しており、これらの諸宗教

も、仏教と同様に、当時のインド社会において思想的にも社会的にも、支配的

な位置を占めていたバラモン教に対抗する価値を提示する宗教として誕生し

た。釈尊は出家して「沙門」となったが、「沙門」とは剃髪し、所有物をほと

んど持たない21）で修行する行者を意味している。この剃髪している姿は、イ

ンド社会の中で際立った特徴を示すものであり、こうした姿を通して「沙門」

は当時のバラモン教を中心とする社会秩序の外側にいることを主張したのであ
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る。このような背景を持っているので、仏教をバラモン教と比較すると、その

特徴が鮮明になってくる。

4.2　釈尊の態度

　釈尊は、クシャトリヤの出身である。クシャトリヤとは、バラモンの次の階

級である王族階級であり、より下位の階級を統治する立場にある。釈尊はガン

ジス河流域に小国家を建設していた釈迦族の王子として誕生し、本来、王と

なって釈迦族を率いる立場にあったが、出家して沙門となる。当時のインド北

東部は、部族国家が強大な国家に吸収されていく時代にあり、部族国家である

釈迦族も、いずれ強大な国家に飲み込まれてしまう運命にあった。

　釈尊が出家したのち、強大な隣国コーサラ国は、釈迦族を滅ぼそうとする。

この時に釈尊がとった行動は、間接的で曖昧なものであった。自分が生まれた

国、自らの親族が滅ぼされそうになっており、釈尊は教えを以てコーサラ国王

を説得するなり、多くの信者を有する教団の力で交渉するなりの手段もあっ

た。しかし、釈尊は、ただコーサラ国が攻め入る途中に坐して、親族を木陰に

見立てて、発言するにとどまるのである。

その時、流離王、世尊に白して言さく、「更に好樹の枝葉繁茂せる、尼拘

留の等有り。何なる故にてか、この枯樹の下に坐したまえる」と。

世尊告げて曰わく、「親族のかげの故に外の人に勝れたり」と。

（大正蔵３、690a13-693c9）

　釈尊のこの発言によって、強国コーサラ国は一旦攻撃を中止するが、最終的

には釈迦族を滅ぼすこととなる。この有名な物語から、釈尊が政治に対して、

積極的に関与しなかったことを窺い知ることができる。このことを、バラモン

教の立場と対比しながら考察してみたい。

4.3　仏教の社会への態度

　『マヌ法典』（２世紀）という法律がインドでは編まれた。法典というが、宗
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教的な要素が多分に含まれ22）、その中に裁判に関する規定も存在する。そこに

は王と顧問官が審理するとあり23）、王が直接で審理しない場合には「学識ある

バラモン」を任命すべしとされている24）。先に見たバラモン教の「バラモン」

である。当然、すべての審理を王が直接行なうわけにはいかないので、三人の

ヴェーダに精通したバラモンが王の代わりに審問するのである。『マヌ法典』

以前にインド古典文学中にも裁判シーンが描かれており、それらにおいてもバ

ラモンが審判を行なっている。つまり、仏教が起こり発展していく時代のイン

ドにおいて、バラモンは裁判に審理する側として参加し、今で言うと裁判官に

近い役割を果たしていたと考えることができる。また、裁判は宗教的な価値判

断によって「正しく」行われようとしていたと理解できる。

　しかし、沙門が裁判に加わることはない。裁判だけではない。世俗の種々の

問題について直接に関与し運動していくこともない。この対比によって、仏教

の社会への態度が知られる。仏教では、裁判も含め、社会の種々の課題に対

し、直接的に関与するのではなく、むしろ世俗社会との距離を保つなかで、世

俗の価値観とは異なる価値観を保持し、影響力を持とうとしたのである。

　このことは、2500年前の仏教教団の形にとどまるものではない。ビルマ

（ミャンマー）で起こった通称「サフラン革命」においても、同様のことを確

認することができる。ニュース映像などを見ると、僧侶が政治運動に積極的に

参加し、デモを扇動しているような印象さえ受ける。しかし、実際には僧侶が

政治に参画することは、厳しくいましめられている。文献から、関連する箇所

を以下に引用する。

上座仏教の僧侶はしかし、政治と関わってはいけないことが原則となって

いる。俗界の欲望と縁を切って出家した存在である以上、その俗界の権力

を構成する政治と関わることは、出家者の本分に反するからである。……

在家信徒を保護するという理由に基づき、僧侶たちは政治に関わることが

ある」（根本敬「ビルマの仏教と政治」、『ビルマ仏教徒　民主化蜂起の背

景と弾圧の記録－軍事政権下の非暴力抵抗』22 ページ）
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僧侶たちは、通常は政治的活動は行わず、僧院で自己の救済を求めて厳し

い修行に専念する出家者である。デモにおいても、政治的スローガンは叫

ばず、軍政への「慈愛」を強調した読経を行いながら行進を続けた」（同上、

16 ページ、下線筆者）

　困窮する市民のために、読経を行ないながら行進を行なったのが実状であ

り、こうした活動にもメッセージが含まれているとはいえ、極めて抑制的な活

動であったことが分かる。また、こうした活動は極めて異例なものであり、政

治へのコミットメントは厳しく制限されている。

　このように、釈尊が示した政治に対する態度は、2500年後の現代においても

継承され、活動の基本理念となっている。仏教に於ける「政教分離」は政治体

制側からの要求ではなく、仏教がその当初から選択した態度である。こうした

態度を選択した理由は、社会体制内にあって行動した場合、宗教独自の価値が

影響を受け、浸食され、場合によっては破壊される可能性があるためである。

宗教は、あえて距離をおいて存在することによって、世俗の変動する価値感に

対して、変らぬ宗教的な真理の立場からの価値を発し続けようとするのである。

　こうした仏教の古来よりの態度と比較すれば、裁判員として僧侶が社会参画

していくことは、基本理念に抵触するものと理解することが可能である。関与

すれば、自ずと影響を蒙る。たとえば裁判制度において一定の判断を下した場

合、聖職者の場合には、行為全般が宗教に基づく活動であると受け止められる

ため、宗教的な意思表明となる。このように聖職者が、世俗の価値の中に入っ

て活動してしまうと、宗教的価値の独立性が担保されにくい。現に、上座部仏

教においては、こうした制度に参加していない。それにとどまらない。上座部

の仏教教団においては、僧侶は選挙権も被選挙権も有しない。このように、今

も、俗世間の体制と厳密に距離を保ちながら、僧侶は活動している。

4.4　日本における僧侶の社会関与

　これまで、釈尊の社会への対応、南伝上座部仏教における政教関係を概観し

てきた。仏教には、大きな二つの流れ（北伝の大乗仏教、南伝の上座部仏教）
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がある。この二つの流れは、性格が異なる。さらに、同じ北伝の、東アジアに

伝来した仏教も、韓国や中国の仏教と、日本の仏教とでは、諸々に違いがあ

る。とりわけ、肉食妻帯が定着している日本仏教は、他国、他文化圏の仏教と

は様相を殊にする面がある。

　仏教の政教に関する態度を見てきたが、その内容と２章、３章での考察結果

とは一致しない。裁判員制度に参加するという事態にあるにもかかわらず、仏

教界に批判の大きな声が挙がった形跡はない。最後に、専修学校25）で仏教を

学ぶ僧侶99名を対象として行った調査を元に、この点について検証する。

　調査の質問内容は以下の四点である。

　　①裁判員制度について知ってますか？ 

　　　a　制度の内容をよく知っている　　b　内容をまあまあ知っている 

　　　c　名前は知っている　　d　ほとんど知らない　　e　まったく知らない 

　　②あなたは、裁判員をしてみたいですか？ 

　　　a　したい　　b　時間があればしたい　　c　したくない 

　　③その理由は何ですか？ 

　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

　　④裁判員制度は信教の自由を侵害すると思いますか？ 

　　　a　する　　b　する可能性がある　c　しない　d　わからない　 

　

　この質問項目に加えて、年齢・性別を記入させている。この質問項目の中、

①④のクロス統計の結果は以下のようになった。

　〈①④について〉

　

1 2 3 4 総計

a 　 　 3 　 3

b 5 14 8 13 40

c 11 3 14 28

d 4 5 15 24

e 4 4

5 29 19 46 99
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　縦軸が①の質問結果である。横軸が④の信教の自由に関する結果となってい

る。見分けやすくするため横の欄は１～４となっているが、それぞれ④の a-d

に該当している。裁判員制度を「よく知っている」と答えた群は、すべてが信

教の自由を侵さないと答えていることになる。全体のおよそ半数弱が、信教の

自由を侵害するか「わからない」と答えており、しかも制度についての理解が

高い群でも、30パーセント程度にのぼっており、信教の自由についての意識そ

のものが高くないことが指摘できる。

　つぎに、②③についてであるが、裁判員をしたくないと答えた数は、60パー

セント弱（99名中57名）であった。この数字は高くない。2009年に読売新聞が

一般に行った調査では、「参加したくない」と答えたのは79.2パーセントであ

る。更にしたくない理由についても記述させたが、「裁くことに抵抗がある」

「責任が重い」「時間がない」といった回答内容であり、これも読売新聞による

調査結果と大差ない。

　以上のことから、僧侶であっても裁判員になることについての拒絶反応がな

いということが確認できる。また、したくない理由についても、仏教の教義

や、日本の仏教のあり方を問題としている例も見られないのであり、「僧侶」

であることが、裁判員制度に対する見方に影響を与えていないように思われる

のである。

　ただ、この調査は浄土真宗の専修学校で行った調査であり、この結果だけ

で、十分な検証とはなっていない。しかし、この結果は、２章で見た新聞報道

の内容や、３章で確認した教団の対応についての考察結果と一致を見ることが

できるのである。すなわち、すべての結果が、裁判員制度という新しい制度に

対する日本仏教界の拒否反応の弱さを示しているのである。

５．おわりに　　　　　

　本論では、日本仏教界が裁判員制度に対して、どのように反応してきたかを

考察してきた。その結果が、前章で見た拒否反応の弱さである。この反応の形

は、仏教という宗教の特徴によるものではない。それは、4.1 ～ 4.3 で検証し

たとおりである。あえて言えば、日本型仏教が、裁判員制度に対して拒否反応
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なく受容したと言うべきだろう。本論考は、やや実証性に乏しく、仮説に仮説

を重ねる形で論を展開してきたが、ここで最後の仮説を積み重ねることをお許

しいただけるならば、市民社会の中にあって、その宗教的な価値を社会に還元

していくという立場を取っているのが、日本型仏教の特徴と言えるのではない

か。僧侶は僧侶であるとともに、日本社会を構成する市民として生活し、こう

した立場で社会に関与している。そのことを仏教界だけでなく、日本社会自体

が受容しているため、裁判員制度を設計する中で、聖職者が制度の除外対象に

ならなかったのだろう。

　このような特徴を日本仏教の中に見るならば、理想的な形が何かということ

は別にして、現状では裁判員として制度に参加することに強い反対意見が生じ

ることは予想できないし、これまで積み重ねてきた社会還元のあり方から言え

ば、裁判員に僧侶が参加することは、仏教の価値観を社会に還元する別な道が

ひらけたものという評価さえ可能ではないだろうか。

　ただし、繰り返しとなるが、信者の問題は積み残された課題であり、各教団

が裁判員制度が実際に稼働している実状を踏まえつつ、何らかの指針を示して

いくことは必要と考える。

注

１）浄土真宗本願寺派教学伝道研究センターに各種メディアから取材があった際、

他の教団の反応についても取材があり、当時、他の教団に教学伝道研究センター

より電話等による聞き取りを行ったが、メッセージを教団内に発するといった教

団単位での顕著な動きは確認できなかった。

２）教学伝道研究センターで、「死刑」の問題について検討していないのではなく、

現在も情報収集を中心とした活動を継続している。

３）本論稿では、施行前の期間についての分析のみ提示するが、それ以前の期間の

分析内容も施行前の分析結果と矛盾する結果は出ていない。

４）その他の記事は、キリスト者からの意見が示されているものであり、仏教界の

反応に比較して、キリスト教の反応が強かったことを確認できる。

５）本願寺派は、その後も教団として裁判員制度の是非について、正式な見解を出

していない。（2011年５月現在）

６）全国紙においては、伝統仏教教団に関する記事以外、すなわち新宗教等に分類

される宗教教団に関する記事は（オウム真理教等の犯罪関連記事を除けば）極め
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て少ないため、新聞記事の調査だけでは、仏教界全体の動き全体を確認したこと

にならないが、仏教界から教団レベルで裁判員制度に対して積極的に発言してい

る例は、他のメディア等においても同様に確認できないため、全体としても裁判

員制度への反応は鈍いものであったと言える。

７）「朝日新聞」2009. ３. ５朝刊。

８）「朝日新聞」2009. ３. ５朝刊他。

９）日蓮『光日房御書』。日蓮の言葉だけでなく、釈尊の不殺生の立場と『妙法蓮

華経』の「常不軽菩薩品」を例として挙げている。なお、この情報は、「宗教情

報メールマガジン」によるものではない。

10）「人々の救済をめざす宗教の立場と人を裁くことは両立するかどうかという点

である。教誨師として活躍する僧侶は、刑務所で受刑者に対して過ちを悔い改

め、教えを導いているのである」（「日蓮宗新聞」）

11）「朝日新聞」2009. ３. ３朝刊。

12）『歎異抄』「聖人の仰せには、「善悪のふたつ、総じてもつて存知せざるなり。」

……」（『浄土真宗聖典〈注釈版〉』853ページ）を根拠とするものと思われる。

13）ここにまとめた見解は、あくまでもメディアを通して得られた情報であるた

め、それぞれの立場を正確に伝えるものではない可能性がある。メディアで流れ

た情報は、社会への影響が大きいのであり、その点の重要性を踏まえて、メディ

ア情報を活用していることを付言しておく。

14）『宗報』2009年３月号。

15）元東京高等検察庁検事長、元公正取引委員会委員長、第十一代日本野球機構コ

ミッショナー。浄土真宗本願寺派僧侶。

16）「宗法」「第五節監正局　（設置目的）第六十条　懲戒処分を行い、宗務及び寺

務に関する訴え等を審判して、宗門の秩序を保持するとともに、財産の管理及び

経理の運営に関する事項を検査し、宗務及び寺務の執行を監査するため、監正局

を置く。２　監正局は、宗門投票に関する事務を行う。」

17）例えば、死刑問題についても、賛成反対の両方の意見が本願寺派内にも存在し

ている。

18）「さまざまな人生経験を持つ裁判員と裁判官が議論することで、これまで以上

に多角的で深みのある裁判になる」「それぞれの知識経験を生かしつつ一緒に判

断すること（これを「裁判員と裁判官の協働」と呼んでいます。）により、より

国民の理解しやすい裁判を実現することができる」（最高裁判所 HP より http://

www.saibanin.courts.go.jp/qa/index.html）

19）「六　前各号に掲げるもののほか、裁判員の職務を行い、又は裁判員候補者と

して法第二十七第一項に規定する裁判員等専任手続の期日に出頭することによ

り、自己又は第三者に身体上、精神上又は経済上の重大な不利益が生ずると認め
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るに足りる相当の理由があること。」（裁判員の参加する刑事裁判に関する法律第

十六条第八号に規定するやむを得ない事由を定める政令）

20）バラモン教は、仏教興起以前にインド社会において支配的であった宗教であ

り、バラモンを頂点とする厳格な身分制度である四姓制度（カースト、ジャー

ティ）を持っていた。

21）僧侶の所有物は基本的に「三衣一鉢」に限定されていた。三衣とは、三種類の

袈裟であり、鉢は托鉢用の容器である。

22）『マヌ法典』の第一章は、「世界の創造」であり、ブラフマンによる世界創造が

記述されている。このように、『マヌ法典』は、宗教の影響を強く受けて成立し

た法典の構成となっている。

23）「８・１　訴訟事件を審理しようとする王は、ブラーフマナおよび助言に通じ

る顧問官（マントリン）を伴い、慎ましやかに法廷（サバー）に入るべし。」（渡

瀬信之『サンスクリット原典全訳　マヌ法典』231ページ）

24）「８・９　しかし王が自ら事件の審理を行なわないときは、学識あるブラーフ

マナを事件審理のために任命すべし。」（同上、232ページ）

25）この調査は、浄土真宗本願寺派の中央仏教学院で学ぶ学生（僧侶）を対象とし

て行った。仏教を学ぶ若手僧侶であり、年齢層としては20－30代が中心である。




